
 

  

 



北本爽涼団地建築協定書
　（目　的）

第１条　この協定は，建築基準法第６９条による北本市建築協定条例第２条に基づき

　　第５条に定める区域内における建築物の用途・位置一形態等に関する基準を協定

　　し，住宅地としての臍和のとれた環境を高度に維持増進することを目的とする。

　（名　称）

第２条　この協定は，北本東原団地建築協定（以下「協定」という｡）と称する。

　（用語の定義）

第３条　この協定書における「土地の所有者等」とは，第５条に定める区域内の土地

　　の所有者及び建築物の所有を目的とする地上権又は賃借権（臨時設備その他一時

　　使用のため設定されたことが明らかなものは除く｡）を有する者をいう。

　（協定の綿紡）

第４条　この協定は，土地の所有者等全員の合意により締結する。

　（協定の区域）

第５条　この協定の区域は，北本市大字下石戸上字東原１９６６－２ほかにおいて，

　　埼玉県住宅供給公社が宅地造成した北本東原団地内の下記の区域で，別紙図面で

　　表示した区域とする。

　　　北本市大字下石戸上字東原１９６６－２，－３，－５，－６，－８，－９，

　　－１０，－１１，－１２，－１３，－１４，－１５，－１６，－１７，－１８，

　　－１９，－２ ０， －２１，－２ ２， －２ ３， －２ ４， －２ ５， －２６，－２ ７，

　　－２８，－２ ９， －３ ０， －３ １， －３ ２， －３ ３， －３ ４， －３ ５， －３ ６，

　　－３ ７， －３８，－３ ９， －４ ０， －４．１，－４ ３， －４ ４， －４ ５， －４ ６，

　　－４ ７， －４ ８， －４ ９， －５ ０， －５ １， －５ ２， －５ ３， －５４，－５ ５，

　　－５ ６， －５ ７， －５ ８， －５ ９， －６ ０， －６１，－６ ２， －６ ３， －６ ４，

　　－６ ５， －６ ６， －６ ７， －６ ８， －６ ９， －７０ｓ －７１， －７ ２， －７ ３，

　　－７４，－７ ５， －７６，－７ ７， －７ ８， －７９，

　　北本市大字下石戸下字ニツ家上耕地４４９－５，－６，－７，－８，

　　－１０，－１１，－１２，－１３，－１４，－１５，－１６，－１７，－１８，

　　－１９，－２ ０， 一一２１， －２ ２， －２ ３， －２４，－２ ５， －２ ６， －２ ７，

　　－２８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計９５区画

　（建築物の基準）

第６条　前条に定める区域内の建築物の用途・位置一形態は，次の各号に定める基準

　　に適合しなければならない。

　　　　（１）１戸建とし，専用住宅とする。ただし，付属建築物である車庫・物置等

　　　　　は除く。

　　　　（２）階数は，地階を除き２以下とする。

　　　　（３）地盤面（住宅供給公社から購入時の造成地盤面）からの最高の高さは，

　　　　　９ｍ以下とし，軒の高さは，７ｍ以下とする。

　　　　（４）外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線（道路境界線を含む）まで

　　　　　の距離（以下「外壁の後退距離」という｡）はｌｍ以上とする。

　　　　（５）建築物においてその外壁の後退距離の（４）に規定する限度に満たない

　　　　　距離にある建築物の外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が４ｍ

　　　　　以下である当該部分については，（４）の規定を適用しない。

　　　　　　　また，二面解放の自動車車庫で面積が１５�以下のもの，及び，物置で

　　　　　面積が３．３�以下かつ高さ２．２ｍ以下で住宅に付属するものについて

　　　　　も，（４）の規定を適用しない。

　　　　（６）建築面積の敷地面積に対する割合（建ぺい率）は，１０分の５（５０％）

　　　　　以下とする。

　　　　（７）延べ面積の敷地面積に対する割合（容積率）は，１０分の８（８０％）

　　　　　以下とする。

　　　　（８）敷地境界に設ける柵は，風致を損なわないように生垣又は高さ１．５ｍ



　　　　　以下の開放的なフェンスとする。

　(緑の保全)

第７条　土地の所有者等は、敷地内の空き地に環境に応じた植樹を行う等緑化に努め

　　るとともに、良好な管理を行うものとする。

　(有効期間)

第８条　この協定の有効期間は、知事の認可の公告があった日から１０年とし、その

　　期間が終了する前に、土地の所有者等が建築協定の廃止について文言をもって申

　　し出をしないときは、更に１０年間延長するものとする。以降、同様に申し出が

　　ない場合は、10年ずつ有効期間を延長するものとする。ただし、違反者の借匠に

　　関しては、期問終了後もなお効方を有するものとする。

　(協定の効力)

第９条　この協定は、北本県土整備事務所長の認可の公告があった日以降において、

　　協定区域内の上地の所有者等となった者に対しても効力を有する。

　(協定の変更・廃止)

第１０条　この協定にかかる協定区域、建築物に関する基準、有効期間及び協定違反

　　があった場合の借景を変更しようとするときは、土地の所有者等全員の合意によ

　　らなければならない。

　２．この協定を廃止しようとするときは、土地の所有者等の過半数の合意によらな

　　ければならない。

　(土地の所有者等の届出義務等)

第１１条　土地の所有者等は、第５条に定める区域内における建築物の位置一形態等

　　を変更する場合、又は、建築物の新築・増築を行う場合は、事前に定められた方

　　法により第１４条に定める委員会に届け出て、その建築物の位置･形態等の変更、

　　又は、建築物の新築・増築が、第６条の規定に違反しないものであることの確認

　　を得なければなければならない。

　　　なお、届出を受けた委員会は、２週間以内に届出者に対して結果を通知しなけ

　　ればならない。

　２．土地の所有者等は、前項の届け出にかかる、第１４条に定める委員会の立ち入

　　り調査を拒むことはできない。

　３．土地の所有者等は、譲渡等により権利に変更が生じた場合には、第１４条に定

　　める委員会へ届け出なければならない。

　(違反者の措置)

第１２条　第６条の規定に違反した者があった場合、第１５条に定める委員長は、委

　　員会の決定に基づき、当該土地の所有者等に対して工事施工の停止を請求し、か

　　つ文書をもって相当の猶予期間をつけて、当該行為を是正するための必要な措置

　　をとることを請求するものとする。

　２．前項の請求があった場合、当該土地の所有者等は、これに従わなければならな

　　い。

　(裁判所への提訴)

第１３条　前条第１項に規定する請求があった場合において、当該土地の所有者等が

　　その請求に従わないときは、委員長はその強制履行又は当該土地の所有者等の費

　　用をもって第三者にこれをなさしめることを裁判所に請求するものとする。

　２．前項の請求及び訴訟並びにこれらに関する一切の費用は、当該土地の所有者等

　　の負担とする。Ｉ

　(運営委員会)

第１４条　この協定の運営に関する事項を処理するため、北本来原団地建築協定運営

　　委員会(以下｢委員会｣という｡)を設置する。

　２．委員会は、委員若干名をもって組織する

　　(役　員)

第１５条　委員会に次の役員を置く。

　　　　　　委員長　　　　１名

　　　　　　副委員長　　　１名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２



　　　　　　　会　計　　　　１名

　２．委員長は委員会を代表し、協定運営の事務を総括する。

　３．１』委員長は、委員長が事故あるとき、これを代理する。

　４．会計は、委員会の経理に関する業務を処理する

　　(補　貝U)

第１６条　この協定に規定するもののほか、委員会の運営・組織・議決の方法等に関

　　して必要な事項は別に定める。

　　　附　則

　　(効力の発生)

　１．この協定は､北本県土整備事務所長の認可の公告があ･った日から効力を発する。

　　(知事への提出)

　２．この協定書は４剖作成し、２細を北本県士整備事務所長に提出し、北本市１部、

　　　１剖を委員長が保管し、その写しを土地の所有者等に配布する。

３




